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地域企業情報ネッT.ワークシステムの研究
はしがき
この報告書は､昨年 (1998年)7月に研究所が発足して
以来はじめての研究報告書となるものである｡ 本研究所は
発足以来三つの研究プロジェクトを計画している｡ それら
は､一つには地域における企業情報ネットワークシステム
のあり/方､二つには環日本海地域における新産業論､三つ
には新潟県なかんづく中越地域の発展性-をそれぞれ研究
せんとするものである｡本報告書はそのうちの第1プロジ
ェクトの研究成果である｡
この研究に取り組むに当たっての問題意識は以下の三点に
整理できる｡第一は企業情報ネットワークシステムに対する
第三シナリオの模索である｡企業情報ネットワークシステム
は企業ネットワーキングと表裏の関係で発展しているが､他
方ではそのネットワーキングがグローバリtゼ-ションと深く
関わっている以上､それがグローバル企業主導の下で進展す
るのはある意味では必然である｡従ってこうしたグローバル
企業主導の企業情報ネットワークシステムを全面的に推進す
るというケースも当然あり得る｡これが第一のシナリオであ
る｡しかしながらこの場合には企業間関係の再編成に繋がり
かねずしかもそれが国際的な舞台で行われるとなれば､おそ
らくは未曾有の企業再編成に繋がる可能性もまた否定できな
いであろう｡ となれば､再編成の主たる対象になると目され
る非グローバル企業なかんずく中小企業さらには主としてこ
れら中小企業に依拠する産業集積地域の多くは重大な試練に
立たされかねない｡そうなれば､中小企業や産業集積地域企
業の少なからぬ部分が企業情報ネットワークシステムに対し
て消極的･批判的になるということもあり得ないことではな
い｡第二のシナリオがこの場合である｡ではわれわれは一体
どのシナリオを選択すればよいのか｡中小企業や集積地域企
業の活性化を目指すわれわれにとっては､第1シナリオの選
択はヘタをすれば一唯ひたすらそれを推進するだけというの
では一墓穴を掘りかねないということになり､さりとて､企
業情報ネットワ-ケシステムをむしろその活性化に活用する′
必要があると考えるわれわれとしては､それ自体を否定しか
ねないような第二のシナリオに与するという訳にもいかな
い｡そこでわれわれは､自ずと第三のシナリオを探る以外に
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ないのだが､そうしたシナリオが果たしてあり得るのだろう
か｡この点をまず解明しておかなければならないであろう｡
言い換えればそれは､企業情報ネットワークシステムを導入
する場合には､それと市場における ｢双方向性｣との関係に
ついて明らかにしておかなければならないということでもあ
る｡
第二の問題意識は中長期的視点の重視である｡企業情報
ネットワークシステムの進展が企業のネットワーキングと
グローバリゼーションと深く結びついているということは
上述した通りであるが､さらにそれが市場化とも関わって
いるということも見落としてはならない｡そこで企業再編
成は未曾有であるばかりではなく差し迫った問題でもある
のだ｡この点で最も深刻なのは､流通･物流･金融事業など
のいわゆるネットワーク型産業である｡このことからも明
らかなようにわれわれは市場化の問題を決して軽視してほ
ならないのであって､しかも問題は切迫している｡だがこの
ことを以て単に短期的な問題にのみ目を奪われてはならな
い｡言うまでもなく市場は需要と供給をマッチさせる場で
ある｡従って両者のミスマッチが存在しておりしかもそれ
が経済活動を大きく妨げている場合には市場化の意義は大
きい｡しかしながら､需要と供給の背後に存在するニーズ
とシーズが変化ししかも両者のミスマッチが拡大する場合
には､需給マッチングの場にすぎない市場が有効性を発揮
するとは限らない｡高齢化福祉などの社会的ニーズや環境
問題の重要性がますます重要性を増しつつある今日の社会
はある意味ではこうした状況に次第に足を踏み入れ始めて
いると言えなくもない｡そこでわれわれは､市場的要素と
非市場的要素の関係についてどのように考えるべきかとい
う問題に向かい合わざるを得なくなるが､その場合企業情
報ネットワークシステムは一体如何なる意味を持つのか｡
こうした中長期的な視点も見失ってはならないであろう｡
第三の問題意識は新潟県集積の持つ特性との関連性につ
いてである｡新潟県は､日本海沿岸地域の中で中核的な地
域に属すると同時に他方では日本海沿岸地域と太平洋沿岸
地域とを結ぶ上で最も有利な立場に置かれている｡ 要する
に同県は地政学上のクロスポイントに位置しておりその意
味で正に環日本海拠点なのである｡他方同県とりわけ中越
地域は機械 ･金属加工技術の集積地域でもある｡ しかも同
県のクロスポイントは中越地域抜きには成り立たない｡そ
の意味では中越地域は二重の意味での拠点性つまり地政学
的拠点性と産業構造論上のそれの双方を兼ね添えた地域で
あると言えよう｡ 新潟県の持つ拠点性をこのように再定義
した場合､それに対して企業情報ネットワークシステムは
どのように関わるのか｡このこともわれわれの視野に入れ
ておかなければならないのである｡
以上の問題意識に基づいてわれわれは研究を行った｡だ
が限られた時間と陣容等の下での研究であるためにこうし
た問題意識の全てに応える訳にはいかなかった｡そこで今
回の研究は､｢地域企業情報ネットワークシステム｣に関
する基礎的かつ方法論的な面での研究に止まっている｡ 従
って具体的な点に関しては今後に期待したいと考えてい
る｡ その意味で以下の研究は中間報告的なものと言える｡
第Ⅰ部では､地域企業情報ネットワークシステムのあり方
を中心にして研究報告書全体についてまとめるとともに若
干の提言を行った｡第Ⅱでは､本研究に関わる基礎的研究
を行った｡一つには ｢ネットワーク･マネジメント｣論と
の関連において地域企業情報ネットワークシステムの問題
点及び課題を明らかにするよう努めた｡いま一つには､情
報ネットワークシステムの導入が日本型経営システムにと
って如何なる意味を持つのかという点の解明を試みた｡そ
して最後に､情報ネットワークシステム導入に当たって考
慮すべき企業文化と企業行動の関係について探った｡第Ⅲ
部では､実態論との関連において企業ヒヤリング調査を行
いその結果をまとめた｡そこでは､一つには企業情報ネッ
トワークシステム導入下の新製販システム､二つには技術
革新とマーケテイングカ強化のための学際的再教育の必要
性､三つには社会的ネットワーク･コーディネーターとし
ての地域大学の役割一について指摘した｡
上記の研究においてわれわれは二つの面で学外関係者か
ら多くのご協力を得た｡一つは企業ヒヤリングであり､も
う一つは関係者からのヒヤリング及びコメントである｡
企業ヒヤリングについては以下の方々からご協力を得
た｡
品田 誠 (㈱品田機械製作所社長)
賀井 治久 (㈱ツバメックス社長)
井口 宏 (㈱東京ロストワックス工業社長)
上野 秀正 (㈱ウエノテックス社長)
谷地田茂明 (㈱ヤチダ専務取締役)
細井 益雄 (三条金物卸商協同組合理事長)
石黒 貞夫 (三条金物卸センター理事長)
川口 贋志 (㈱川口工器社長)
下村 栄蔵 (㈱下村工業社長)
岡田 和之 (燕商業卸団地協同組合坤務FJ!jJl)
大橋 活 (日本金属洋食器工業組合･1.I･劫ql耶)
五十嵐義雄 (明道㈱専務取締役)
八重樫和也 (明道㈱社長室情報システム担当)
(糊 不日)
さらに関東通産局の方々にヒヤリングをお願いするとと
もに以下の方々から研究内容に関してコメントを頂いた｡
目黒 剛 (新潟経済同友会専務理事)
松田 宣治 (ホクギン経済研究所長)
伊藤 征- (ERINA調査研究部長)
久保田順一 (新潟県商工労働部新産業振興課副参事)
高野 格 (新潟県工業技術総合研究所企画管理室)
速水 清 (㈲信濃川テクノポリス開発機構常務理事)
木村 文夫 (三条･燕地域リサ チーコア産業支援部長)
(順 不同)
以上の学外関係者のご協力の下で､本学のメンバーが研
究報告書の作成に当たった｡研究に携わったメンバー及び
報告書の執筆者は以下の通りである｡
まず研究プロジェクトのメンバーは以下の通りである｡
姥名 保彦
浅野 一志
高橋 渉
加藤 孝
上山 義尚
箕浦 達二
大平 義隆
石井 泰孝
伊平 一也
(新潟経営大学教授)[主査]
(新潟経営大学教授)[幹事]
(新潟経営大学教授)
(新潟経営大学教授)
(新潟経営大学教授)
(新潟経営大学教授)
(新潟経営大学助教授)
(新潟経営大学講師)
(新潟経営大学･地域活性化研究所研究員)
(順 不同)
報告書の構成及び執筆者は以下の通りである｡
第 Ⅰ部 (要約と提言)ネットワークマネジメント論と新潟県集積企
業の課題- ｢重層的情報ネットワークシステム｣の提唱一 蛇名保彦
第Ⅰ部 調査研究
Ⅰ.ネットワーク･マネジメント論と集積地域企業の経営革新
- ｢地域企業情報ネットワークシステム｣のあり方について一
蛇名保彦
Ⅱ.企業動向と情報ネットワーク構築への試論-グローバル化へ
の展開一 石井泰幸
Ⅲ.地場の産業の変化と集積企業の重層的文化の影響 (中間報告)
大平義隆
第Ⅱ部 地域企業情報ネットワークシステムに関する企業調査のま
とめ-コーディネート企業論を中心に- 伊平一也
本研究に当たってご協力頂いた関係者の方々､ご支援を
頂いた本学の皆様､そして本研究の作成 ･執筆の労をお執
り頂いたメンバーに対してこの場を借りて心よりお礼を申
し上げたい｡
√＼
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はじめに
｢ネットワーク｣という言葉を企業経営との関連で連想
させるのはさし当たり次の二つの場合であろう｡ 一つはい
わゆるグローバル企業における企業ネットワークである｡
それはグローバルに展開されつつあるだけに人々の耳目を
計きつけ易い｡もう一つは情報ネットワークとの関連にお
いてである｡ これも昨今何かと話題に上ることが多い｡だ
が両者ともそれでもなお多くの人々の関心を惹きつけるに
至っているとは言い難い｡前者はいわゆる国際分野の問題
であり普通の人々にはやや縁遠い事柄であり､後者もまた
情報通信技術に明るい人ならともかく一般には馴染みが薄
いからだ｡従って ｢ネットワーク･マネジメント｣と言っ
てもいま一つピンと来ないというのが実感かも知れない｡
しかしながら､グローバリゼーションの進展と情報ネッ
トワークシステムの発展は目覚ましく､しかも両者は相互
に関連し合い相乗作用を引き起こしている｡従って両者を
通じて産業 ･経済構造が今や大きな変容を迫られていると
いうこともまた否定し難い事実である｡その結果､大企業
は無論のこと中小企業に至るまで経営革新を考える上でネ
ットワーク論はもはや避けては通れない課題となっている
のだ｡(尤もネットワーク論といってもその経済学的意味
が明確にされている訳では必ずしもない｡例えば､問題の
核心の一つである情報ネットワークシステムにおける ｢ネ
ットワーク効果｣についても定量的 ･定性的研究が行われ
ているとは言い難い｡皮肉なことに現時点でこの間題をわ
れわれに最も身近に感じさせてくれるのはコンピュータ社
会の陥葬とも言える2000年問題である｡同問題におけるマ
イナスの ｢ネットワーク効果｣は企業経営や国民生活に如
何に大きくかつ深刻な影響を及ぼすかが様々なところで数
多く語られているが､そのことはとりもなおさず ｢ネット
ワーク効果｣の重要性を逆に証明する結果となっている｡)
そこで､｢ネットワーク･マネジメント｣とは一体何か､
またそれはどのような意味を持っているのか､とりわけ中
小企業経営革新にとっては如何なる意義があるのか-とい
ったことを考えておくことはそれなりに意味があるしまた
必要だと言ってよいであろう｡ 本稿の第1章ではこの間題
を取り上げた｡
∫
ところで中小企業の多くは産業集積地域にその基盤を置
いている｡ 従って中小企業間題とは産業集積地域企業間題
でもある｡(なお､本稿では産業集積地域を単に集積地域
と呼ぶことにする｡)そこで ｢ネットワーク･マネジメン
ト｣論も集積地域企業が抱える諸問題に別して考察しない
限りその意義が十分に明らかにされたとは言い難い｡それ
を集積地域企業に適用した場合には新たに ｢地域性｣が考
慮されなければならないからである｡ その結果それは ｢ネ
ットワーク･コーディネート｣論へと変容を迫られる｡し
かもその場合､これまでの垂直的取引関係を水平的なそれ
に転換するためには､市場と開発のフィードバックを重視
した ｢重層的 ･多元的ネットワーク･コーディネート｣論
として展開される必要がある｡ さらに､市場 ･開発フィー
ドバックにとって ｢ビジネス ･ネットワーク｣の形成が不
可欠であり､その ｢ビジネス ･ネットワーク｣上でフィー
ドバック機能が発揮される ｢場｣すなわち ｢ビジネス ･プ
ラットフォーム｣の形成さらにはその核となる ｢ビジネ
ス ･コア｣ないし ｢ビジネス ･センター｣の創設が求めら
れる｡ そしてそのプラットフォームを形成する上で重要な
役割を果たすことを期待されるのがネットワーク型産業な
かんづく流通システムである｡だがそのことは､流通シス
テムがそうした役割を担い得るためには新流通システム-
と脱皮することを迫られるということをも意味している｡
要するに､｢下請け型取引関係｣を脱却するためには市
場 ･開発フィードバックが必要であり､そのためには ｢ビ
ジネス ･ネットワーク｣を通じてサプライヤーとユーザー
とのマッチングが求められているが､流通システムもまた
こうしたマッチングを担うに相応しい新流通システムへの
移行が迫られている-ということだ｡第二章ではこれらの
問題を解明するとともに､こうした集積地域企業の経営革
新に対応した集積地域の課題-すなわち新集積地域に向け
ての自己革新のための課題-を提起した｡
ネットワーク型産業とともに｢ビジネス ･ネットワーク｣
形成に対して重要な役割を担っているのが情報ネットワー
クシステムである｡ この場合､論点は二つある｡ 一つは､
｢グローバル･ネットワーク｣と｢ローカル･ネットワーク｣
との関係をどのように考えるのかという問題である｡ それ
は情報ネットワークシステムと流通システムとの関係をど
のように考えるのかという問題にも繋がる｡ いわば短期的
課題-それもかなり差し迫った課題-でもある｡もう一つ
は､問題をもう少し中長期的に観た場合である｡つまりニ
ーズとシーズのマッチングに対しで情報ネットワークシス
テムは如何なる役割を果たし得るのかという問題である｡
まず前者について｡グローバル企業による ｢世界最適調
達システム (SupplyChainManagemen;SCM)｣の急速
な展開によっていまや取引関係の世界的な再編成が進行し
ている｡それは､単にグローバル企業による調達システム
として一方的に展開される場合には､ユーザーつまりグロ
ーバル企業の広域化 ･グローバル化に供給者側を対応させ
a'ことによ云てユーザー ･サプライヤー (供給者)間取引
関係において前者 (ユーザー)の後着 (サプライヤー)に
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対する垂直的でかつ一方的なネットワーク取引関係を世界
的に築こうという性格を帯びることになる｡｢グローバ
ル ･ネットワーク｣としてのSCMにはこうした側面が潜
んでいるということを見逃せないであろう｡ さらにそれは
流通システムの再編成にも繋がりかねない｡SCMの垂直
的ネットワーク取引関係が同時にユーザー･サプライヤー
間の直接的取引関係の強化をも意味しているとすれば､仲
介者である流通システム就中卸業の役割は不要化する｡従
って ､｢グローバル･ネットワーク｣の進展は流通システ
ムの 切`り捨て"に繋がりかねないのである｡ そして企業
情報ネットワークシステムの導入はSCMのこうした性格
を一層増幅する可能性を季むことになる｡ かくしてSCM
下での企業情報ネットワークシステムは､一方で垂直的 ･
一方的取引関係を強めユーザー ･サプライヤー間再編成を
助長するだけではなく他方では直接的取引関係を通じて流
通システムに代替しかねないという訳だ｡従ってユーザ
ー ･サプライヤー間取引関係において､サプライヤー側の
自軍性つまり地域性を維持しかつ流通システムの新たな役/
割を見出すためには､われわれはこうした ｢グローバル ･
ネットワーク｣に対峠する ｢ローカル･ネットワーク｣が
必要であると考える｡ だが問題はそれギけでは済まない｡
集積地域においては他方では ｢グローカル企業｣による分
業の広域化 ･グローバル化が求められておりそれを通じて
の集積地城の広域化 ･グローバル化もまた課題とされてい
るからだ｡そこでわれわれは､SCM版グローバル ･ネッ
トワークつまり垂直的 ･一方的ネットワークに代わって
｢重層的ネットワーク｣すなわち ｢グローバル ･ネットワ
ーク｣と ｢ローカル･ネットワーク｣の双方を包含した水
平的 ･双方向的ネットワークを通じて､集積地域企業にお
ける水平的ネットワーク取引関係の形成を目指さなければ
ならないということになる｡つまり､情報ネットワークシ
ステムとの関連で言えば､｢重層的情報ネットワークシス
テム｣すなわち ｢グローバル情報ネットワークシステム｣
と ｢ローカル情報ネッ′トワークシステム｣の両者からなる
双方型企業情報ネットワークシステムが必要とされるとい
うことだ｡そうした役割を担っているのが ｢地域ビジネス
情報ネットワークシステム (LocakBusinessInformation
networkSystem;LBINS)｣に他ならない｡
後者の問題つまり中長期的問題とは何か｡それは､市
場 ･開発フィードバック論の背後にあるニーズ ･シーズの
フィードバックをどう考えるのかという本質的な問題に関
わる｡需要 ･供給のマッチングの場は言うまでもなく市場
である｡問題は､需要の背後にはニーズが横たわっており､
供給の背後にはシーズが存在していると考えた場合､こう
したニーズとシーズのマッチングさらにはフィードバック
において市場だけで果たして事足りるのかということであ
る｡(市場とはそもそも価格を決める場であって価値を決
定する場ではない｡その意味で市場は社会的有用性を決定
する場ではない｡従ってニーズやシーズが社会的有用性に
関わる場合には､ニーズ ･シーズのマッチングが市場で行
われるとは限らないということになる｡ 但し価値と価格と㌔
の問には相互関係があるように､社会的有用性が市場と全
く無関係だという訳ではない｡)では誰がどのようにして
それを行うのか｡翻って観るに､今日ニーズやシーズは大
きく変容を遂げつつある｡ニーズは､一方では高齢化社会
への移行からも窺えるように多分に社会性を帯び始めてお
り､他方では地球環境問題の深刻化により急速に ｢グリー
ン化｣していきつつある｡ これに対してシーズの方は､21
世紀のそう遠くない時期には情報通信技術の発展を背景と
する ｢情報革命｣に続いて生命科学の台頭に因る ｢バイオ
革命｣の影響を次第に強めていくものと想定される｡こう
した新しいニーズやシーズのマッチング-況や両者のフィ
ードバック-が企業を中心とする｢ビジネス ･ネットワー
ク｣上だけで達成され得るとは到底考えられず､むしろそ
うしたマッチングやフィードバックに相応しい ｢社会的ネ
ットワーク｣-そこでは産学官協力が重要な役割を果たす
ことが期待されている-の形成が求められていると考える
べきであろう｡ではこうした ｢社会的ネットワーク｣に対
しで情報ネットワークシステムはどのような役割を果たす
ことが期待されるのか､あるいは果たすべきではないと考
えられるのか-ということが情報ネットワークシステムを
考える上でも避けては通れない本質的な問題となるという
ことだ｡
集積地域企業としては､以上の二つの論点を踏まえて望
ましいLBINSを如何に構築するのか｡第三章ではこの点
の解明を試みた｡ここでは､｢オンライン革命｣への対応､
｢研究開発の事業化｣さらには ｢社会的プラットフォーム｣
の形成という観点から 『地域SCM [DSCM]』及び 『地域
CALS』からなる双方向型 『地域ビジネス情報ネットワー
クシステム』が重要であるとの問題提起を行った｡だがこ
の点については本研究では十分な解明を行うだけの時間的
余裕がなく､フレームワークづくりと方向づけを行うに止
まった｡従ってわれわれとしてはこの問題は引き続き研究
を要するものと考えている｡
最後に､以上の集積地域企業および集積地域の課題を受
けて新潟県集積企業の経営革新問題を取り上げた｡(なお､
ここでは中越集積の機械 ･金属産業を中心に検討を行った
が､それはケース研究のためであって､われわれの意図は
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それを通じて集積地域企業の経営革新及び集積地域革新の
汎用モデルを作り上げることにある｡)そこでは､中越地
域の機械 ･金属産業を中心にして｢環日本海 (北東アジア)
ビジネス ･ネットワーク｣を形成 ･発展させる必要性を強
調するとともに､それに携わるネットワーク型産業の発展､
さらにはそれを支援 ･補完するための 『環日本海 (北東ア
ジア)ビジネス情報ネットワークシステム』形成の必要性
を指摘した｡そして､中越集積が環日本海 (北東アジア)
地域においてテクノロジー･コアの役割を果たそうという
のであれば､その場合も､市場 ･開発フィードバックの背
景をなすニーズとシーズのフィードバックの ｢場｣すなわ
ちプラットフォームを形成する必要があるが､そのために
は産学官協力による ｢環日本海 (北東アジア)版技術移転
機関 [TLO]｣の創設が必要であるとの提起を行った｡
Ⅰ.｢ネットワーク･マネジメント｣論とその意義
1.｢ネットワーク･マネジメント｣とは何か
(1) なぜ ｢ネットワーク･マネジメント｣なのか
｢ネットワーク･マネジメント｣とは企業間関係すなわ
ち企業間ネットワークを重視する企業経営論である｡こう
した企業経営論が登場してきたのは､企業経営における戦
略上の課題が企業内問題から企業間関係すなわちネットワ
ークへと重点を移しつつあるからだ｡重点移動は企業付加
価値プロセスにおける次の三局面で端的にみられる｡
第一は研究 ･製品開発の分散化とネットワーク化であ
る｡研究 ･製品開発の分散化は二つの理由から生じている｡
一つは情報通信技術によって情報共有化が可能になったこ
とである｡(ここで言う ｢情報共有｣とは情報通信技術の
発展.に伴う企業情報の ｢共有部分の拡大｣を指しており､
企業情報の全てを共有することではない｡)すでに製造段
階では情報共有化を背景に ｢コンカレント･エンジニアリ
ング｣(情報共有化を通じてそれぞれの工程が他の工程と
並行的に-コンカレントに一作業を進めるという手法)が
行われておりそれが製造過程の分散化を可能にしている
が､情報通信技術の発展による共有部分の拡大は､さらに
それを ｢コンカレント･ディベロップメント｣へと発展さ
せることによってこ製造過程のみならず研究 ･開発過程を
も分散可能にしている｡ その結果､情報非共有化の下では
独自な開発のために巨額な資金を要するという資金制約上
の理由から中堅 ･中小企業が排除され大企業の手に専ら集
中されていた研究 ･製品開発への参入機会が､情報共有化
の下では資金的な制約が相対的に低下したために中堅 ･中
ノ
小企業にも与えられることになった｡二つにはコア･コン
ピタンス論の下での参入多様化である｡コア･コンビタン
スとは自社が最も有利と考える部門に経営資源を特化させ
ることを意味するが､その特化が市場競争の下で行われる
場合にはコアそのものにも複数の参入者が登場し得る｡そ
の結果､キ∵ ･テクノロジーが複数化Lかつその組み合わ
せ如何によって多様な製品が生みだされることになる｡ か
くしてコア･コンピタンスにおける参入の多様化もまた研
究 ･製品開発の分散化に繋がり､中堅 ･中小企業の登場を
促すことになる｡
以上二つの理由による研究 ･製品開発の分散化は情報通
信技術とりわけ企業情報ネットワークシステムの発展によ
って一層促進されることになった｡企業情報ネットワーク
システムの発展は､企業間の開発提携を妨げてきた空間的
制約という要因を大きく低下させるかもしくは全く除去し
てしまうからだ｡かくして情報共有化が大きく進展するこ
とになった｡しかもそれだけではない｡ネットワークシス
テムの発展が標準インターフェースの拡大を伴う場合に
は､情報共有部分が拡大するのみならずそれがオープン化
する｡また ｢情報共有インフラ｣の整備も見逃せない｡そ
れは企業間情報共有システムCITIS(Contractor
IntegratedTechnicalInformationService;契約者統合技
術情報サービス)､設計製造データの標準規格STEP
(StandardfortheExchangeofProductmodeldata)さ
らには互換ソフトなど様々な要素からなっているが-これ
らはCALS(ContiniousAcquisitionandLife-cycle
Support)と総称されている-､こうしたシステムの開
発 ･整備もまた情報共有化の進展に大きく寄与している｡
このように､企業情報ネットワークシステムの発展は研
究 ･製品開発の分散化を可能にしさらに加速させているの
であるが､このことは､分散化とネットワーク化が表裏の
関係にあることを示すとともに､企業間ネットワークの重
要性を証明するものでもある｡
第二は技術 ･生産関係の変化である｡研究 ･製品開発の
分散化は､様々な技術やノウハウを持つ開発企業間の多様
な連携すなわち ｢研究 ･製品開発連携｣を生み出すととも
に､新たな技術 ･生産関係の形成を通じて特定の技術 ･生
産関係を前提に成立していた ｢技術 ･生産工程間連関｣の
連鎖的変動をもたらすことになる｡しかも ｢研究 ･開発連
携｣の変化と ｢技術 ･生産工程間連関｣における変化とい
う二つの変化は企業情報ネットワークシステムを通じて複
層的で累積的な性格を一層強めており､この複層性と累積
性によって生み出される相乗作用と累積効果-それは企業
間のネットワーク化によって商品の便益性と収益性を著し
く高めるとし'､う意味で ｢ネットワーク効果｣と呼ばれてい
る-が連鎖的変動を加速している｡このことからもネット
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ワークの重要性がますます増していると言えよう｡
第三は取引関係の水平化である｡研究 ･製品開発が大企
業主導で行われる場合には､自社製品の開発はその殆どが
大企業に集中し､中小企業とりわけ零細企業は単にその下
請けを担うという役割に甘んじていた｡その場合の取引関
係は言うまでもなく垂直的である｡だが､中堅 ･中小企業
もまた研究 ･製品開発の一翼を担うということになれば､
中堅 ･中小企業も自社製品 (や部品)を開発する可能性を
手に入れることになり､彼らが単なる下請けの地位から脱
するということになるが､そのことは逆に彼らもまた自社
製品のための販売ルートを自らの手で確保しなければなら
なくなる､ということを意味する｡ その結果､取引関係も
またこれまでの垂直的なものから水平的なものへと移行す
ることになるが-こうした移行においてもSCM (Supply
ChainManagemennt)など情報通信技術を使った調達シ
ステムが威力を発揮することになる-､こうした取引関係
の水平化もまたネットワークの重要性を物語っている｡
さらに見落としてはならないのは､(イ)三局面は､そ
れぞれ研究 ･製品開発､技術 ･生産関係そして取引関係と
いういわば企業の付加価値プロセスにおいて最も重要な部
分に関わっており､しかもそれが企業間に波及し､その意
味で企業間 ｢付加価値連鎖｣をなしている､(ロ)さらに
いずれの局面においても情報ネットワークシステムが関わ
り､それが上記の付加価値連鎖を深化させる上で-連鎖性
を強め価値創造性を高める上で一重要な役割を果たしてい
る,という二点である｡
以上の点で企業間ネットワークの重要性が高まってお
り､その結果それが企業経営上の主要課題となりつつある
のだが､要は､情報ネットワークによって助長された付加
価値連鎖の深化こそが ｢ネットワーク･マネジメント｣論
登場の所以だ､ということである｡
(2) ｢ネットワーク･マネジメント｣の内容
では ｢ネットワーク･マネジメント｣とは一体どのよう
な内容を持っているのか｡それは､(イ)企業間ネットワ
ーク､(ロ)ビジネス ･プロセス､(ハ)そして上記 (イ)
と (ロ)の統合一という三つの要素からなる｡
① 企業間ネットワーク
企業間ネットワークについては､製品ライフサイクルか
らアプローチする場合と調達システムの面から捉える場合
とがある｡
A.製品ライフサイクル論からのアプローチ
前者の製品ライフサイクル論的企業間ネットワークを代
表するのはCALSである｡CALSは､デジタル化された情
報の流れを中心に企業の業務プロセスを製品ライフサイク
ル全般にわたって統合化するコンセプトである｡その目的
は､アメリカでそれが開発された当初は兵器調達コスト削
減という極めて軍事的色彩の強いものであった (そもそも
CALSは兵器調達システムとして開発されたのだからそれ
は当然のことである)｡だがそれが日本に導入されるや否
や､その目的は､(イ)製品ライフサイクル全体を通じて
のコスト削減､(ロ)製品における晶質 ･性能 ･安全性の
高度化 ･強化-という産業競争力目的に置き換えられた｡∫
後者の日本における目的すなわち上記二つの競争力強化
の中でもとくに重要なのは後の方の品質 ･性能 ･安全性分
野である｡ この分野こそ､グローバル企業がデイフアク
ト･スタンダードの獲得を目指して現在しのぎを削ってお
り､また各国が懸命に自国企業の後押しをしている分野で
あるからだ｡今やこの分野における世界標準の獲得競争は
まるで自国の ｢国益｣がかかっているかの如き様相を呈し
ており､従って品質 ･性能 ･安全性における ｢標準化｣競
争は私企業に任せておくだけでは済まず､国家もそのため
の基盤整備に積極的に乗り出すべし､ということに相成っ
たのだ｡
しかしながら ｢標準化｣競争力強化のための基盤づくり
ということであれば､それは情報共有化のためのインフラ
整備という社会的側面をも併せ持っており､従ってそれを
専ら国家プロジェクト主導で行うということには些か無理
があるようだ｡社会的整備という点では､国家プロジェク
トもさることながら､民間企業でしかも中小企業であり集
積地域企業でもある企業の創意工夫をもっと尊重すべきで
ある｡現に､設計 ･開発部門においては､基盤技術部門を
中心に集積地域のソフト会社が画期的な互換ソフトを開発
し､焼烈な企業間標準化競争の中で部品メーカーの情報共
有化に大きく貢献していろという例も存在している｡
CADネッIワークシステムの高度化 (ソリッド化)と
融合化 (CAMとの結合)にみられるように､製品ライフ
サイクル面での企業情報ネットワークシステムは今後高度
化し融合化しつつ急速に発展するものと想定されるが､そ
れだけにそう､した発展に備えるためにはCALSは ｢情報共
有インフラ｣として民間部門の創意工夫をも取り入れて整
備されることが必要であろう｡
こうした点で 官`製CALS"には種々の問題があるとし
ても､CALSが企業間ネットワークに対する製品ライフサ
イクル論からのアプローチであるという点で本質的に重要
な意義を持っているということは強調されて然るべきであ
ろう｡
B.調達システムからのアプローチ
後者の調達システムの面で企業間ネットワークを代表す
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るのがSCMである｡SCMとは､資材､情報､金融などの流れ
を企業間を超えた一つのネットワークシステムとして捉え
る企業経営論である｡それは本来アメリカのグローバル企
業の世界最適調達システムとして開発された企業情報ネッ
トワークシステムである｡その後それは､資材､情報､金融
などの流れを､財･サービスの供給者､流通者､消費者の間
に張り巡らされた一つのネットワークー しかもグローバル
なネットワークー の下で一括して取り扱い､それらの流れ
を全体として効率化させる経営戦略へと発展して行った｡
以上から明らかなように､それは本来流通 ･物流に淵源
を持つシステムであるが､しかしながらそれらとは基本的
に異なった概念でもある｡例えば､物の流れというロジス
ティックな面からみると､それは複数の企業に跨ったロジ
スティックの統一的管理によってその総合的な効率化を図
ろうとしている点で従来のロジスティックの延長線上で捉
えることもできよう｡だがSCMにおいてはロジスティッ
クは ｢導管｣の一つに過ぎないという点が重要である｡ つ
まりSCMは､資材(Sources)から始まり供給者 (Supplyer)､
製造者 (Manufacturers)､分配者 (Distributers)､小売
り (Retailers)そして顧客 (Customers)に至る一連の調
達プロセスを三つの ｢導管｣すなわち ｢財の導管 (Goods
Conduit)｣､｢情報の導管 (ⅠnformationConduit)｣そして
｢資金の導管 (FundsConduit)｣が貫通するというシステ
ムから成′り立っているのであって､その意味でロジステッ
クは導管の-?つまり ｢財の導管｣に過ぎないのであるo
ロジスティックが片方向-サプライヤー･ベンダーから消
費者 ･顧客への一方的な流れ-であるのに対して､SCM
は本質的には双方向であるということだ｡SCMは､単に
その名が示しているだけではなく､原材料や機械類など中
間財や資本財の調達システムーそれもグローバル企業によ
る調達システムーとして一躍有名になった経緯から言って
も､確かに片方向の調達システムとして受け取られがちで
あるが､他方では､それが比較的消費者に近い繊維産業な
ど消費財におけるクイックレスポンスつまり顧客ニーズに
如何に素早くかつ柔軟に対応するかという要求に応えるた
めの流通情報システムとして発展してきたという側面をも
併せ持っているということからも明らかなように､実は本
来双方向-サプライヤー･ベンダーから消費者 ･顧客への
流れ (財の流れ)とともに､その道の流れ (資金の流れ)､
さらには双方への流れ (情報の流れ)もあるという意味で
双方向-なのである｡つまり､SCMは本来 ｢DSCM
(Demand･SupplyChainManagement)｣としてコンセ
プト化されるべきであったのだ｡(SCMは､専らグローバ
ル企業による世界的調達システムとしてのみ理解された結
果､恰もその本質が取引関係の世界的垂直化にあるかの如
く受け取られてしまったのは､SCMのこうした淵源に由
来すると言えよう｡とはいえ本稿も､｢SCM｣が既に "チ
イフアクト･コンセプド 化してしまった以上､とくに両
(
者を区分する必要がある場合を除いて､煩雑さを避けるた
めに世間の習慣に従い ｢SCM｣概念を用いることにする｡)
(SCMに関する以上の論点を整理すると下図のようになる｡
なお､SCMに関しては､米スタンフォード大学がグローバ
ル企業の調達システムの整備を計ることを主たる目的とし
て開発した調達モデルと､同じく米サプライチェーンマネ
ジメントレビュー誌が消費財産業のクイックレスポンス等
SCM (SupplyChainManagement)の概念図
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ー 61-
への対応を主たる目的として開発したD-Sモデルとがある
が､ここでは後者に沿って整理してみることにする｡)
そして､調達システムを単なる物流システムから財 ･情
報 ･資金の総合的なシステムであるSCMへと発展させる
上で極めて重要な役割を担っているのが企業情報ネットワ
ークシステムである｡
C.製品ライフサイクルと調達システムとの融合
ところで上記A (製品ライフサイクル)とB (調達シス
テム)との関係は､CALSとSCMがともに企業間ネットワ
ークー それも企業情報ネットワークという共通の基盤を持
った企業間ネットワーク-である以上､何らかの共通性を
持つに至るのは至極当然である｡すなわち､CALSを製品
ライフサイクルに関する情報の総合的管理と捉えるなら
ば､それは当然SCMを通じての企業間ネットワークと融
合することになる｡ その結果CALS/SCMという新たな統
合的企業間ネットワークが登場するのである｡ 但し企業間
ネットワークの融合という問題は次に述べるビジネス ･プ
ロセス間の融合を通じて行われるということを見落として
はならない｡ ノ
(参 ビジネス ･プロセス
ビジネス ･プロセス論を企業間ネットワーク論との関わ
り合いで取り上げるとす れば､(イ)業務処理論との関連
性､(白)経営支援システムとの関連性､(ハ)上記 (イ)
と (ロ)の融合一という三点が重要である｡
A.業務処理論
生産 ･販売など基幹業務処理論として最も馴染み深いの
はBPR(BusinessProcessRe-engineering)である｡ ただ
しBpRは本来業務改善に関わるシステムのことを指す｡従
ってそれは当然 ｢ビジネス ･プロセス (BP[Business
Process])｣を前提にして成り立っている議論だ｡そこで
ビジネス ･プロセスと企業情報ネットワークシステムがど
のような関係にあるのか､ということをまず論じておかな
ければならない｡
ビジネス ･プロセスはまずCALSと関係が深い｡CALS
は､(イ)情報通信技術､(ロ)標準および規格､(ハ)情
報共有基盤､(ニ)電子データ､(ホ)最適などジネス ･プ
ロセス-という ｢CALS環境｣の下で始めてその機能を発
揮しうるが､このことが示すようにビジネス ･プロセスは
CALS成立要件の一つをなしている｡ しかもビジネス ･プ
ロセスは､単に ｢環境｣であるばかりではなく､その最適
化がCALSの ｢目的｣でもあるということからも明らかな
ように､CALSとは本来不可分な関係にあると言えよう｡
では何故CALSがビジネス ･プロセスと融合するのか｡
ビジネス ･プロセスは生産すなわち製造過程抜きにはそも
そも成り立たない｡上述したようにCALSは製品ライフサ
イクルに関わっているが､製造過程は製品ライフサイクル
の中でも最も重要な位置を占めており､その意味でCALS
はビジネス ･プロセスと親和的なのである｡ その結果､
CALS/BPという製品ライフサイクルに基盤を持つネット
ワーク･プロセスが誕生し､それに対応してCALS/BPR
というネットワーク･プロセス論もまた成立するのであ
る｡ ＼
B.経営支援システムとの関連性
経営支援システムとして華々しく登場しつつあるのが
ERP(EnterpriseResourcePlanning)である｡ERPとは､
最新の情報通信技術を活用し､発注から出荷までの一連の
サプライ･チェーンと､管理会計､財務会計､人事管理を
含む企業の基幹業務を支援する統合情報システムのことで
ある｡ このことからも明らかなようにそれはSCMと親和
的である｡では何故ERPはSCMと親和的なのか｡それは
やはりERPの淵源に関わっている｡ すなわち､ERPは財務
つまり企業経営を中心とする業務部門から出発しており､
この点で同じビジネス ･プロセス論でありながら製造過程
から始まったBPRとは趣を異にし､同じ企業間ネットワー
クシステムの中でも調達システムという意味でやはり企業
経営に関係の深いSCMにむしろ親和的なのである｡
C.業務処理論と経営支援システムとの融合
BPRとERPは共にビジネス ･プロセスに関わる訳だから
両者は当然融合する｡ その結果両者は往々にしてセットに
なって導入されている｡ 例えばERPシステムを導入する場
合をみてみると次のとおりである｡
[ERPとBPRの関係について]
新経営情報システム (ERP)構築企画
】
事業戦略方向
ビジネス ･プロセス (BP)の将来像
l
ビジネス∴プロセス再構築 (BPR)
､ l
新経営情報システム (ERP)導入
かくしてBP･ERPという融合ビジネス ･プロセス (さ
らにはBPR/ERPという融合ビジネス ･プロセス論)が登
場することになるが､その場合重要なのは企業情報ネット
ワークシステムなかんづ くEDI(ElectronicData
Interchange)が果たす役割である｡EDIは､後述するよ
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うにEC (ElectronicCommerce)の一環をなしており､
一般に ｢電子データ交換｣と呼ばれているが､そもそも業
務処理形式を書類から電子データ交換に置き代えるという
ことである｡ こうしたIT (ⅠnformationTechnology)の
発展によって始めてビジネス ･プロセスの融合もまた進展
するのである｡ かくしてEDIは､(イ)今日では企業間取
引業務すなわち商流 ･物流 ･資金 ･情報の流れに関する業
務処理の大部分がEDIに代替しつつある､(ロ)その処理
項目が取引決済方法を含む全商取引に及ぶことによって電
子マネーへと発展する可能性を秘めている､(ハ)さらに
それがEDIFACT(ElectronicDataInterchangefor
Administration,CommerceandTransport)としてグロ
ーバル化しつつある-という三つの点で企業経営のあり方
に深 く関わっている｡
ところで､EDIによって促されたビジネス ･プロセスの
融合化は､さらに企業間ネットワークをも巻き込んで新た
にネットワーク ･プロセスの統合化へと向かいつつある｡
(彰 ネットワーク ･プロセスの ｢統合｣
A.｢統合ネットワーク ･プロセス｣の誕生
す なわちCALS/BPネ ッ トワー ク ･プロセス と
SCM/ERPネットワーク ･プロセスの ｢統合｣による ｢統
合ネットワーク ･プロセス (CALS/BP･ERP/SCMネッ
トワーク ･プロセス)｣の登場である｡ こうした ｢統合ネ
ットワーク ･プロセス｣の誕生は前述したようにEDIの発
展に負うところ大であるが､亘れだけではなく企業間のビ
ジネス ･プロセスモデルCITISがCALSシステムの一環と
して新たに開発 されつつあるということも重要である｡
CITISは企業間のビジネス ･プロセスの電子的連携を計る
サービスモデルであるとされるが､こうした企業間ビジネ
ス ･プロセスモデルが発展して行けば､ビジネス ･プロセ
スの融合さらにはそれを通じての企業間製品ライフサイク
ルの一体化は一層進展することになろう｡ こうした企業情
報ネットワークシステムの飛躍的な発展に促されてネット
ワーク ･プロセスの融合もまたさらに進展するのである｡
(｢統合ネットワーク ･プロセス [CALS/BP･ERP/SCM]｣
を図示すると下図の通りである｡)
ここで注目しておかなければならないのがBPRである｡
統合ネットワーク ･プロセスCALS/BP･ERP/SCMはビ
ジネス ･プロセスの面からみると､ビジネス ･プロセスの
ネ ッ トワーク化で もある｡ その結果BPもまたBPN
(BusinessProcessNetwork)化し､BPR再定義の必要性
が生じる｡ すなわち､BPRは､日本では単に ｢リエンジニ
アリング｣と呼ばれており､そうした用語法からも､とも
すれば企業内の単なる業務再構築問題に過ぎないと理解さ
れがちであるが､そもそもBPRの前提をなすBPが企業間
ネットワークと結びつきビジネス ･プロセス ･ネットワー
クという性格を強め新たにBPNへと変身することによっ
て､企業内業務再構築もまた企業間業務再構築-その場合
には､｢リエンジニアリング｣だけではなくネットワーク
化に伴うビジネス ･プロセスの ｢モジュール化｣(交換可
能な構成部分とすること)という課題が新たに発生すると
いうことも見落としてはならない-という意味において捉
えられる必要性が生 じる｡ か くしてBPRもまた新たに
BPNR(BusinessProcessNetworkRe-engineering)とし
統合ネットワーク･プロセス (GALS/BP･ERP/SCMネットワーク･プロセス)の概念図
SCM (Supp一yChainManagement)
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て再定義される必要がある､という訳だ｡(その際BPNR
は､BPRと異なり単なるコスト引き下げ効果を越えた ｢ネ
ットワーク効果｣を発揮するという点で､企業経営上新た
な戦略的意味を持つ､ということに留意すべきである｡)
B.EC時代の到来
ネットワーク･プロセスの ｢統合｣すなわち ｢統合ネッ
トワーク･プロセス｣の誕生が企業情報ネットワークシス
テムの発展と軌を一にしているということは前述した通り
であるが､その含意は､｢統合ネットワーク･プロセス｣
の誕生が､企業情報ネットワークシステムの面でも何らか
の ｢統合｣を進展させているのではないか､ということで
ある｡ 実はそれがEC(ElectronicCommerce)と呼ばれる
ものである｡ECとは､一般に ｢電子商取引｣と訳されて
いるが､分かり易く言えば､｢インターネットを使った企
業間取引及び企業 ･個人間取引｣つまり｢ネットビジネス｣
のことである｡本質的にはそれは統合企業情報ネットワー
クシステムのことである｡すなわちそれは､(イ)製品ライ
フサイクルのサイドでは､(a)CAD (ComputerAided
Design;コンピュータ支援設計)､(b)CAM(Computer
AidedManufaさturing;コンピュータ支援生産)､(C)上記
(a)および(b)を含めて設計､開発､調達､生産､運用管
理､保守に至る製品のライフサイクルに関わる情報の全て
を統合的に管理するCALS(ContinousAcquisitionand
Life-cycleSupport;生産 ･調達 ･運用支援統合情報シス
テム)､の三つからなるシステム､(ロ)調達サイドでは､
(a)POS(PointofSales;販売時点情報管理システム､(b)
EDI(ElectronicDatalnterchange;電子データ交換)､(C)
上記(a)および(b)を含めて資材､情報､金融など調達に
関わる全ての流れを一つに統合したSCM (SupplyChain
Management)､の三つからなるシステム-というそれぞ
れ三つのサブシステムを伴った二つのメインシステムから
なる統合化された企業情報ネットワークシステムのことで
ある｡ とはいえ現状ではそれは､SCMを通じての企業間
取引が大部分を占めており､必ずしも統合情報ネットワー
クシステムとして展開されている訳ではない｡例えば急速
に ｢EC市場｣が発展しつつあるとされる日本の場合にも､
｢EC市場｣全体 (1998年現在で年間2兆5,975億円に迄急
増しているとされる)の凡そ9割がSCM-それも自動車 ･
電機 ･コシビュータなど大企業に主導されたSCM-から
なるとされている (郵政省 『通信白書』[1999年版]より)｡
だが重要なことは､ ｢統合ネットワーク･プロセス｣
の登場は実はEC時代がいよいよ本格的に到来し始めてい
るということを示唆しているという点にある｡
C.ECを支えるデジタルネットワーク
さらに注目すべきは､EC時代の到来は ｢デジタルネット
ワーク時代｣の到来でもあるという点である｡ すなわち､
ECは情報通信技術の面からみれば､ネットワークのデジタ
ル化によって本格的に発展し得るということだ｡その意味
でECはデジタルネットワークと表裏の関係にあると考える.
べきなのだ｡(なお､デジタルネ/.yトワークとは､パーソナ
ル･コンピューティング [personaトComputing]からネット
ワーク･コンピューティング [Networkcomputing]さら
にはパーバシブ ･コンピューティング [pervasive
computing]への発展を通じて誕生する ｢デジタル･アプラ
イアンス [DegitalAppliances]｣のネットワーク化を指す｡)
D.個別企業戦略から ｢ネットワーク･プロセス｣戦
略へ
統合ネットワーク･プロセスの下ではすなわちEC時代
には企業経営戦略も一変しかねない｡すなわち従来の個別
企業戦略から新たに ｢ネットワーク･プロセス (Network
Proces岳;NP)戟略｣へと転換するということだ｡ネット
ワーク･プロセスの融合 ･統合過程では､ビジネス ･プロ
セス ･ネットワーク (BPN)に示されるようにビジネ
ス ･プロセス問の融合が急速に進展する結果､経営戦略面
でも従来の企業戦略一開発戦略､商品戦略さらには販売戦
略というように個別的性格を帯びしかも個々の企業への帰
属性が強いビジネス戦略-ではその対応に限界が生じる｡
従ってそうした限界を克服するためには､これら個別戦略
を包含Lかつ企業間のビジネス ･プロセスに跨るビジネス
戦略すなわち ｢NP戦略｣が新たに求められるのだ｡要す
るに ｢NP戦略｣とはBPN下の企業経営戦略である｡
2`.｢ネットワーク･マネジメント｣論登場の背景 (略)
ノ
3.｢ネットワーク ･マネジメント｣論から ｢オープ
ン･ネットワーク･マネジメント｣論へ
｢ネットワーク･マネジメント｣を支える企業情報ネッ
トワークはインターネットと結合することによって飛躍的
な発展を遂げたということは前述した通りであるが､その/
インターネットの普及自体が､集中処理方式から分散処理
方式への転換という情報処理方式における画期的転換に困
っているという事実に注目しなければならない｡何故なら
ばそこには､｢ネットワーク･マネジメント｣を ｢オープ
ン･ネットワーク･マネジメント｣へとさらに発展させる
要因が伏在しているからである｡
分散処理が可能になったのは標準化ソフトの開発に因る
が､この標準化は｢オープン化｣と密接に関係している｡ま
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ず技術的な面からみると､標準化は､本来PC(Personal
Computer)問における ｢標準インターフェース"の存在
-つまり互換的でオープンな関係-を必要としている｡従
って､インターフェース不在ないしは存在していても "独
自インターフェース"しか存在しないというような場合-
つまり非互換的でクローズドな関係が支配的な場合一に
は､それはそもそも成立しないかあるいは成立しても不十
分にしか機能しないということになる｡ そういう意味で標
準化はオープン化と密接に関係しているのである｡
話がこれだけで済めばオープン性は単なる情報処理論に
おける問題にすぎない｡問題はことがそれだけでは済まな
いということにある｡ オープン性は情報処理論における標
準化論に関わるだけではなく､企業経営のあり方にも極め
て重要な影響を及ぼしかねないからである｡企業経営の面
でのオープン性とは､｢自社の商品や組織が他社の商品や
組織と組み合わされるに当たって社会的に共有化された標
準インターフェースを使っている｣(国領二郎 『オープン
ネットワーク型経営一企業戟略の新潮流-』[1996年6月､
日本経済新聞社刊]p.77より)場合を指しているが､この
場合の 標`準インターフェース"とは言うまでもなく情報
処理におけるそれをも意味している｡であるとするならば､
オープン性は両義性-つまり情報処理におけるオープン性
は企業経営の面でのそれでもあるという意味での両義性-
を有しているということになる｡
かくLで情報処理におけるオープン性は企業経営のそれ
に不可避的に繋がるのである｡ そこで前者におけるオープ
ン化が進展すれ畔するほど後者におけるそれも進捗するこ
とになる｡後者のオープン化が､今日では､企業経営の根
幹部分のオープン化一商品のオープン化､ロジスティック
のオープン化､経営資源のオープン化一に迄及び始めてお
り､さらにそれを背景にして企業取引関係の根本的な転換
-すなわち垂直的統合型から水平的統合型への転換-の可
能性に迄波及しつつあるとということを考慮すれば､前者
の情報処理におけるオープン化が如何に企業経営に重要な
影響を及ぼすか､ということが容易に窺い知れるであろう｡
かくして､｢ネットワーク･マネジメント｣論は ｢オープ
ン･ネットワーク･マネジメント｣論という新たな装いを
纏い始めているのである｡
4.｢ネットワーク･マネジメント｣論の意義一中小企
業経営革新論との関連で-
では､｢ネットワーク･マネジメント｣論の意義とは一㌔
体どこにあるのか｡この点を中小企業の経営革新問題との
関連で考えてみよう｡論点は､(イう市場構造の変化､(ロ)
供給構造の変化-という二つの変化において､｢ネットワ
ーク･マネージメント｣論が中小企業経営に対してどよう
な意義を持つのか､ということである｡
(1)市場構造の変化と｢ネットワーク･マネジメント｣
第一に市場構造の変化との関係を検討しなければならな
い｡市場構造は二つの面で変化している｡ 一つは消費構造
の変化である｡ 二つには大企業と中小企業における取引関
係の変化である｡
前者の消費構造の変化はさらに二つの要因に分解され
る｡それらは､消費者ニーズが多様化 ･個性化 ･細分化し
つつあるというという要因と､そうした消費者ニーズの変
化に対応して市場が川上 (メーカー･ベンダー)主導型か
ら川下 (消費者 ･ユーザー)主導型へと転換しつつあると
いう要因である｡ こうした消費者ニーズの変化が ｢ネット
ワーク･マネジメント｣とりわけ中小企業のそれにどう関
わるのかについては後述する｡
後者の取引関係の変化もまた二つの要因からなる｡まず､
企業情報ネットワークシステムの発展によって促された取
引関係の変化-すなわち従来の垂直的な関係から水平的な
関係への変化-が存在している｡(この点はすでに述べた
ところなので詳論は省略する｡)
取引関係変化の三つ目の要因として大企業と中小企業の
関係における変化を挙げなければならない｡変化とは､大
企業の調達システムがグローバル化することによって､大
企業の中小企業に対するニーズが､従来の垂直的取引関係
を支えてきた価格､品質､納期などコスト要因を重視した
ものから､経営の健全性､クイックレスポンスへの対応力､
技術開発 ･提供能力､品質保証能力､企画提案力､多品種
少量生産への対応力など経営の自立性を重視したものへと
次第に転換し始めている-という点である｡
この点は中小企業経営にとっては死活的な問題である｡
その結果､中小企業は否応なく経営革新を迫られることに
なる｡それなくしては経営の自立性は達成できないからだ｡
すなわち､自立化は自社製品 (および部品)の開発とそれ
を販売するための独自なマーケテイ ングを不可欠とする
が､そのためには､すでに指摘したように (イ)研究 ･製
品開発の分散化､(ロ)取引関係の水平化一に対応する経
営革新が必要である｡(中小企業の場合にはとりわけ取引
関係の水平化が重要である｡)このことは､中小企業の場
合もまた ｢ネットワーク･マネジメント｣論が避けては通
れない課題となるということを意味している｡
(2)供給構造の変化と｢ネットワーク･マネジメント｣
第二に供絵構造の変化との関連性を取り上げなければなら
ない｡まず上記の市場構造の変化は生産･供給システムにお
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ける変化を不可避的に伴う｡ その変化とは次の二点である｡
一つは生産システムの変化であり､二つには生産方式の変化
である｡最初に生産システムの変化とは何か｡上述した消費
者ニーズの変化すなわち多様化 ･個性化 ･細分化はまず生産
システムにおけるソフト的要素の重要性を高めることにな
る｡何故ならば新たな需要に対応するためには､デザイン性､
ファッション性､さらにはブランド性などソフト的要素が一
層重要となるからだ｡ところでこうしたソフト的要素が強ま
るということは､製品の高級化つまり高付加価値化を意味す
る｡他方､多様化 ･個性化 ･細分化は市場のニッチ化を意味
する｡ニッチ化は後者の生産方式の変化すなわち少品種大量
生産方式から多品種少量生産方式-の変化に繋がる｡
(3) ｢ネットワーク･マネジメント｣論の意義
中小企業や小規模企業にとって重要なのは正にこの生産
方式の変化すなわち多品種少量生産方式の登場である｡何
故ならばそれは､規模の優位性を覆し従って大規模企業の
優位性を後退させ､代わって中･小規模企業の優位性を相
対的に高めるからである｡ しかもそれは､生産システムの
変化をも背景にしているだけに市場構造の変化への対応と
いう観点からも､中･小規模企業に新たな市場参入機会を
与えるという点でなおさら重要なのである｡
中小企業がこうしたチャンスー小規模企業の優位性を生
かし新たな市場アクセスを計るチャンスーを生かせるか否
かは自らの経営革新に成功するか否かにかかっている｡ し
かも上述したように中小企業は､経営革新を通じて自立的
な経営を確立しない限りその存続自体が危ぶまれる､とい
う情況にそもそも置かれているのである｡従って経営革新
は新たなチャンスへの挑戦であると同時に自らの存続をか
けた挑戦でもあると言えよう｡
この点に関して､｢ネットワーク･マネジメント｣論が大
企業だけというよりもむ中小企業の経営革新にとっても重要
な意味を持っているという点に注目すべきである｡何故なら
ば､｢ネットワーク･マネジメント｣はそもそも三つの根拠
-すなわち研究 ･製品開発の分散化とネットワーク化､技
術 ･生産連関の変化､取引関係の水平化という根拠-の上に
成り立っているということを指摘したが､それらは正に中小
企業経営革新にとってこそ必要な課題であるからだ｡その意
味で ｢ネットワーク･マネジメント｣は中小企業経営革新に
とってまたとない機会を提供していると言えようし｡｢ネット
ワーク･マネジメント｣論の意義は正にこの点にこそあると
言うべきであろう｡(｢ネットワーク･マネジメント｣が中小
企業に対して持つ意義は､ネットワーク社会の ｢持続性｣と
いう観点からも強調される必要があろう｡ネットワーク化が
企業の二極分解- 部の大企業がグローバル化し 一`人勝ち'
する一方で大部分の中小企業が逆にローカル化し市場から放
逐されるというような事態-をもたらすとすれば､それは経
済社会の政行性を強め社会の不安定性を招きかねない｡こう
した不安定性を克服し社会の持続的な発展を図るためには､
｢ヘテロ (異種混成)構造｣【西室泰三 ｢広がるネット､変わ
る社会-『一人勝ち現象』に懸念｣ (日本経済新聞1999年
3月3日)参照】を持つことが求められるが､｢ネットワー
ク･マネジメント｣の意義を中小企業との関連性に求めると
いうことはそのためにも必要なのである｡)
Ⅱ.集積地域企業と重層的 ･多元的ネットワーク･コーデ
ィネート (略)
Ⅱ.｢地域ビジネス情報ネットワークシステム｣
では､｢地域ビジネス情報ネットワークシステム (Local
BusinesslnformationNetworkSystem;LBINS)｣とは何
か､またそれに関わる二つの問題点すなわち流通システム
との関連性及びタイムスパン問題をここでは考えてみよう｡
1.｢地域ビジネス情報ネットワークシステム (LBINS)｣
とは何か
まずLBINSとは何か｡それを考えるに当たり問題を三
つに整理しておく必要があろう｡ 一つは目標をどのように
考えるかである｡二つにはシステムの機能についてである｡
三つにはシステムのあり方に関してである｡
(1) 目標 しー｢
集積地域企業の課題が重層的ネットワーク･コーディネー
トすなわち(イ)技術 ･生産工程間連関コーディネート､(ロ)
研究･製品繭発連携コーディネート､(ハ)そして両者の相乗
作用 ･累積効果コーディネー トー という三つのネットワー＼
ク･コーディネートにあるとすれば､情報ネ:yトウ-クシス
テムの目標もまたそれを支援し推進することに置かれるのは
当然である｡その場合､とくに重視しなければならないのがJ
(ロ)の研究 ･製品開発コーディネートである｡何故をらば､
それがあってはじめて(ハ)の相乗作用 ･累積効果を期待し得
るのであり､またその作用 ･効果を通じて (イ)の工程間連
関の高度化も可能になるからである｡従っで情報ネットワー
クシステムの目的は､研究 ･製品開発連携コーディネートを
中心とする重層的ネットワーク･コーディネート′の支援 ･推～
進に寄与することにある､ということになる｡ ㌧
研究 ･製品開発が ｢連鎖型開発｣すなわち市場と開発の
フィードバックの下で行われる必要があるとすれば､重層
的ネットワーク･コーディネートはさらに多元化される必
要が生じる｡従って情報ネットワークの目標は重層的 ･多
元的ネットワーク ･tコーディネートを支援することにあ
-66-
る､ということになる｡そしてこうした最終日的すなわち
目標を達成するためには､情報が地域で共有される必要が
あり､しかも､Syf'ITlf3lf兜が市場と開発のフィードバック下
で行われなければならないとすれば､こうしたフィードバ
ックのためにはその1.i'j掛 ま販売情報をも織り込んだビジネ
ス情報すなわち軽骨†'Jfi報であることが求められよう｡
(2)機能
こうした目標を達成するための情報ネットワークシステ
ムがLBINSに他ならない｡尤も一口に経営情報共有システ
ムと言っても様々なものが考えられる｡ まずシステム自体
を共有する場合がある｡例えば流通団地におけるシステム
の共有とその下での共同利用､さらにはCRC総合研究所
が始めた中小企業を中心とする複数の顧客企業によるシス
テムの共有 ･運用サービスなどがそれである｡第二に受発
注を共同で行うケースがある｡集積地域における支援組織
の多くがこうしたシステムの構築を模索している｡第三に
インター ･ローカルネットによる情報共有もある｡ 中小運
送業者による｢ローカルネット｣の連合組織による物流ネッ
トワークの共同整備 ･利用がそれである｡第四に互換ソフ
ト開発による情報共有も見落とせない｡浜松テクノポリス
のソフト開発会社 ｢ARMONICOS｣が開発した互換ソフ
ト｢ダイレクト･データ･トランスレータシステム｣は､標
準インターフェースの拡大によりCADシステム就中ソリ
ッドシステムにおける情報共有化に大いに貢献している｡
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だがここで重要なのは製品開発における情報共有化であ
る｡集積地域企業としてこの点に関する試みはようやく始
まったばかりである｡しかしながら幾つかの注目すべき試
みが既に行われていることも見逃せない｡例えば､全国最
大のニット産地である新潟県五泉市の五泉ニット工業組合
が開始した製品開発情報の共有化のための情報ネットワー
クシステム構築による製品開発と販売促進の試みがそれで
ある｡ こゐ場合とくに注目されるのは､｢バーチャル ･ア
パレル企業｣の創設による五泉ブランドの確立を通じて製
品開発を市場に結び付けようとしている点である｡それは
正に連鎖型開発のために企業情報ネットワークシステムを
活用しようというものに他ならない｡また長岡鉄鋼業組合
が始めた｢バーチャル ･ファクトリー｣構想もまた情報共有
化による製品開発の試みである｡この場合は､機械工業が
産学官協力を通じての情報共有化によって製品開発を行お
うとする情報ネットワークシステムとして注目されよう｡
要するにLBINSに求められているのは､情報共有化を
通じての市場 ･開発フィードバック機能の発揮である｡
(3) システム
① 『地域SCM [DSCM]』 (略)
② 『地域CALS』 (略)
(以上のLBINSに関わる議論を整理すれば下図の通り
である｡)
2.LBINSの課題
｢地域ビジネス情報ネットワークシステム (LBINS)｣の概念図
システム (S)
(｢ローカル ･ネットワーク･プロセス (LocalNetworkProcess;LNP)[『地域SCM(DSCM)』･『地域CALS』]｣)
･SA (SystemA)-FA (FunctionA)-TA (TargetA)
･SB(SystemB)-FB(FunctionB)-TB(TargetB)
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(1) 双方向型情報ネットワークシステムへ
流通システムとタイムスパン問題は何故LBINSにとっ
て論点となるのか｡最初に流通システムとの関係を考えて
みよう｡LBINSは流通システムとは極めて深い関係にあ
る｡何故ならば両者は補完関係にある場合もあれば逆に代
替関係に置かれる場合もあるからだ｡後者の場合には両者
は深刻な対立関係に立たされることになる｡いわゆる ｢オ
ンライン革命｣である｡ネットワーク･プロセスの統合を
通じて行われる企業情報ネットワークシステムの発展が
EC時代の到来と表裏の関係にあるという点は既に述べた
が､そのことは､流通システムの側から観れば､｢流通革
命｣-小売業における量販店の台頭によって促された流通
システムの構造変化一に次ぐ第二の革命すなわちオンライ
ン取引やオンライン販売の普及に伴う ｢オンライン革命｣
が発生しつつあるということを意味しているのだ｡
･この間題を考えるに当たって､流通システムにおいては
新旧二つのシステムが存在しているということをまず指摘
しておかなければならない｡既に述べたように流通システ
ムとは､川上と川下とを結びつける役割のことを指してい
る｡新旧ともこうした本質自体は変わらない｡では何が変
わるのか｡それは次の点である｡ すなわち ｢新流通システ
ム｣には､(イ)これまでは上記の結びつきが川上主導で
行われてきたのに対して川下主導に転換すること､(ロ)
市場と開発を結びつけるという役割が新たに求められるこ
と､(ハ)従って (ロ)を通じて取引関係の水平化に貢献
すること-という三つの課題が新たに課せられるというこ
とである｡ことに二点日の市場 ･開発フィードバック機能
の発揮が最も重要である｡何故ならば､この点にこそ流通
し
システムにおける新たな付加価値源泉が存在していると考
えられるからだ｡
そこでLBINSと流通システムとの関係を考えるという
｢
ことは､それが新旧システムにとってどういう意味を持っ
ているのか､という点を明らかにすることになる｡ この問
題に入るに当たってわれわれは､まずSCMの本質につい
て触れておかなければならない｡それを単なる調達システ
ムとして捉える限りその本質は､要するに市場と供給との
対称化及び流通システムの不要化という二点に求められよ
う｡ まず前者について｡それは､市場が広域化しグローバ
ル化する以上それに対応して供給すなわち生産 ･開発もま
た広域化 ･グローバル化させるべきだ､とするものである｡
つまりそれは､市場すなわちユーザー主導の広域化 ･グロ
ーバル化システムであり､しかも両者の非対称性を許容し
ないというシステムである｡ここで言う｢非対称性｣とは､
ユーザー･サプライヤー問の取引関係においてユーザー側
による一方的取引関係つまり垂直的取引関係のみが許容さ
れ両者間における双方向的取引関係つまり水平的取引関係
は拒否される-というような取引関係の形成を指してい
る｡SCMがそもそもグローバル企業の世界調達システム
として発展してきたとされる所以は正にこの点にある｡つ
まりSCMは､単なる調達システムである限り､しかもユ
ーザーがグローバル企業でサプライヤーがローカル企業で
あるある場合には､取引関係の一方的な世界的垂直化を通
じてローカル企業を世界的に再編成するための ｢グローバ
ル･ネットワーク｣に他ならないということになる｡ この
場合､情報ネットワークシステムは市場に対する供給の対
称化のために活用されるということになる｡
後者についてはどうか｡それを単なる受発注システムと
して考えれば問題の理解を容易にしてくれる｡ この場合に
はそれは､市場すなわち発注者の受注者に対する一方的な
調達システムであり､しかも発注者側のメリットが調達コ
ストの引き下げにある以上､受発注伸介コストは削減対象
とされるのは当然である｡ 従ってそこでは発注者と受注者
だけが対峠すれば十分であって仲介者は不要とされるので
ある｡かくして流通システムの不要化が進展することにな
り､いわゆる "中抜き"が行われることになる｡この場合
には情報ネットワークシステムは流通システムに代替する
ために活用されるのである｡
SCMを地域に導入するという場合､われわれはSCMの
こうした側面を見抜いておかなければならない｡つまり､
｢地域受発注システム｣にはそもそも両刀の刃という性格
L
が潜んでいるということに留意しておくべきである｡
ではDSCMについてはどうか｡DSCMにはSCMとは本
質的に異なる側面が次の二点において存在してし､る｡-ら
には､DSCMはSCMの場合とは逆に双方向型であるとI､
うことだ｡すなわち､それは供給側つまりメーカ｢やベン/
ダーから市場つまりユーザーや消費者へのアクセスを可能
にしているという点が重要である｡ 二つには流通システム
の介在が可能であるという点だ｡ただしSCMにDSCMが
対略しうるのは､前者が ｢グローバル･ネットワーク｣で
あるのに対して後者は ｢ローカル ･ネットワーク｣である
場合だ｡何故ならば､ユーザー ･サプライヤー問の取引に
おいて双方向性を発揮しうる拠り所は ｢地域性｣にあるか
らだ｡つまり､サプライヤー側が広域化 ･グローバル化に
対抗して地域性を維持し得るか否かに掛かっているという
訳だ｡
ところでメーカーやベンダーからユーザーや消費者にア
クセスすることが可能になるという場合も二通りのケース
が想定される｡第一のケースはメーカー ･ベンダーからユ
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-ザ一･消費者に対して直接アクセスする場合である｡ 例
えばオンライン販売がそれである｡第二のケースは､両者
がビジネス ･ネットワーク土で対時する際に市場 ･開発フ
ィードバック機能が発揮される場合である｡ 但しこの第二
のケースでは ｢ビジネス ･ネットワーク｣上でフィードバ
ック機能が発揮される ｢場｣-それは需要と供給が調整さ
れる ｢場｣すなわち ｢市場｣とも重なり合っているが､後
述するように同時に必ずしもそれと合致するとは限らない
-が必要となるが､それが｢ビジネス ･プラットフォーム｣
であり､さらにそうしたプラットフォーム形成の中核的役
割を担っているのが ｢ビジネス ･コア｣ないしは ｢ビジネ
ス ･センター｣である｡(尤も集積地域自体が広域化 ･グ
ローバル化し高度化を迫られている中ではそれは同時にイ
ンテレクチュアル･コアとしての役割をも果たさなければ
ならないが｡)要するに､市場 ･開発フィードバックが求
められる場合には､市場と生産 ･開発双方に対するモニタ
リングを通じて開発を市場ニーズに合致させるための場す
なわちプラットフォームが提供されてはじめてそれが可能
になるという訳だ｡この点は供給者が地域に特定化されて
おり､従って市場と供給が非対称的な場合にはなおさら重
要となる｡供給者は非対称性を前提として市場へアクセス
しなければならないのだから､フィードバック機能発揮を
可能にする ｢場｣の必要性は一層高まらざるを得ないから
である｡
そしてDSCMにおいては流通システムの介在が可能にな
るというのは､′_実はそれが旧流通システムすなわち単なる
受発注の介在者という立場から新流通システムーつまり
｢オンライン革命｣の中で ｢ビジネス ･ネットワーク｣上
に独自な付加価値形成チャンスを新たに見出す (例えば
｢オンライン･ビジネス｣に進出するなど)か､ないしは
市場 ･開発フィードバック機能を発揮する上での重要な担
い手へと転身すること-への移行を迫られるということを
意味している｡逆に言えば､単なる受発注介在者という立
場に甘んじている限り､SCMは無論のことDSCMにおい
ても流通システムの不要化が進むということだ｡何故なら
ば､SCMによるオンライン取引の拡大のみならずDSCM
もまたオンライン販売の普及を通じて ｢オンライン革命｣
に繋示る可能性を学んでいるからだ｡
ところで､流通システムがフィードバック機能発揮に貢
献するということは､それがプラットフォーム形成におい
て重要な役割を演じるということを意味している｡(尤も
そのためには前述したように流通システム就中卸売業が高
次 ･複合化を通じて ｢インター ･コーディネート企業｣化
する必要があるが｡)かくして､流通システムはプラット
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フォーム論との関わり合いを持つ限りその有用性は引き続
き持続し得るのである｡
以上のことからわれわれは､流通システムの今後あり方
についても極めて明確な方向を読みとることができよう｡
すなわちそれは､単なる受発注システムの仲介者としての
流通システムに止まるのであればSCMさらにはDSCMの
進展の中で後退を余儀なくされるのみであるが､｢オンラ
イン革命｣の中で新たなビジネス ･チャンスを見出すかさ
もなければプラットフォーム形成に貢献し且つ自らの ｢イ
ンター･コーディネート企業｣化に努める場合には逆にそ
の有用性を高めることもできる､ということである｡ 従っ
てこの場合には 『地域DSCM』すなわち 『双方向型地域ビ
ジネス情報ネットワークシステム』はその有用性増大に対
して重要な貢献をなし得るという訳である｡(逆に言えば､
『地域DSC山』の下でも流通システムが新流通システムへ
と移行し得ない限り-あるいはその移行が不十分な場合に
は-それは 『地域DSCM』自体によって代替される可能性
すらあるということである｡)
このように考えれば､LBINSにおいてはSCMだけでは
なくDSCMの導入も重視すべきだということになる｡何故
ならばわれわれは､『地域DSCM』はLBIhsにおける三つ
のファクターすなわち目標 ･機能 ･システムの関係におい
て最も望ましい関係を創り出す上で重要な役割を果たすも
のと期待し得るし､またその中で流通システムの新たな役
割を見出し得るからである｡
(『双方向型ビジネス情報ネットワークシステム』と流通シ
ステムのあり方に関する議論を図示すると下図の通りであ
る｡)
『双方向型地域ビジネス情報ネットワークシステム』と新流通システム
<広域化 ･グローバル化 >
情報ネットワ クー システム (A)と流通システム (B)との関係 ;
･地域DSCM (LBINSI･Ⅱ)ケース:AによるBの支援 ･補完｡
･SCMケース :AによるBの代替｡
(2)長期的課題の重要性 (略) `
(時間的要素を考慮すれば上図はさらに下図へと移行することになろう｡)
7ー0-
需要 (D)
r双方向型ビジネス情報ネットワークシステム』におけるタイムスパン
(SE)? ? ? ?
? ? ? ?
? ? ? ? ? ?
?ー
?｢ビジネス･ネットワー クi～ 社会的ネットワ-ク｣ rビジネス･プラットフォー ムトHヰリサー チ･プラットフォー ム｣
需要 (D) ニーズ (N)
･SE:SeedsS:Supp一yN:NeedsD:Demand
･BP:BusinessPlatform BRP:BusinessResearchPlatform
※D-S;短期的関係 (短期的課題)
※D-BP-S;中期的関係 (中期的課題)
※N-BRP:SE;長期的関係 (長期的課題)
Ⅳ.新潟県集積企業の課題一中越集積を中心にして-
(略)
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